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１．法人の長によるメッセージ 

 

RIETI は令和６年度より第６期中期目標期間がスタートしました。この中期計画では、アジ

アトップクラスと評価されてきた世界水準の研究を更に進めながら、政策への貢献を最重要ミ

ッションとして実現するという、野心的な目標を立てています。 

政策貢献の最も重要な基盤は質の高い経済研究です。RIETIでは 69の研究プロジェクトを８

つのプログラムに束ね、各プログラム・ディレクターに主宰して頂いていますが、研究プロジ

ェクトの活性化と政策貢献強化を目指し、令和６年度からプログラム・ディレクターの方々と

RIETI幹部、経産省の対応部局間の定期的な対話を開始しました。 

また RIETI では新しい政策ニーズに応えるため、産業構造審議会経済産業政策新機軸部会の

審議の基礎となる 2040年産業構造推計モデルの構築、経済安全保障政策に資するサプライチェ

ーンの脆弱性に関する研究、資源配分や企業成長に関する研究、EBPMセンターによる政策アド

バイス機能の強化、などに令和６年度から取り組み始めました。 

このうち 2040年産業構造推計モデルの構築では、大規模な共同研究のリーダー的な役割を私

が務めました。これまでの経験から、質の高い研究には独創性を追求する必要があり、それに

没頭することで研究者としての満足が得られることを知っていますが、2040年産業構造推計モ

デルの構築では、AI・ロボットが産業構造と労働市場に与える影響について新しく採集したデ

ータを基に理論的・実証的に分析することで、このような成果が得られつつあると感じていま

す。 

現在の世界は、トランプ政権による米国第一主義の政策や、中露陣営と西側諸国の対立の深

刻化、などによって時代の画期が起きようとしています。また日本経済は 30年の停滞により技

術フロンティア諸国から大きく取り残されたという点で、開国・維新期、第二次大戦後の混乱

期、以来の危機的な状況にありますが、終身雇用制の変質や女性の正規雇用の増加、製造業の

国内回帰、設備投資の回復、経済安全保障の強化、デフレーションからの脱却など、潮目の変

化を迎えています。また、技術フロンティア諸国との大きな格差の存在自体は、過去２回の危

機の際と同様に、日本にとってキャッチアップのチャンスと考えることが出来ます。激動の世

界を乗り切るためにも、経済停滞を脱するためにも、過去 2 回の経済危機の際のように、産・

官・学の連携が重要です。前例が通用しない新しい時代には、中長期的な視野を持つアカデミ

アが政策変更を下支えすることが必要です。その意味でも、RIETIの重要性は高まっています。 

RIETIは、EBPMセンターによる政策アドバイス機能の強化、「経済産業政策の新機軸」を切り

拓くような分析、中長期的視点に立った制度改革の提言、などを積極的に行い、最終的には、

政策担当者や産業界がアドバイスを求めて最初に相談し、研究成果にアクセスするような政策

研究機関になることを目指していきたいと思います。 

 

 

 

 

 

           独立行政法人経済産業研究所  深尾 京司 
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２．法人の目的、業務内容 

（１）法人の目的 

独立行政法人経済産業研究所（以下「研究所」という。）は、内外の経済及び産業に関する事

情並びに経済産業政策に関する基礎的な調査及び研究等を効率的かつ効果的に行うとともに、

その成果を活用することにより、我が国の経済産業政策の立案に寄与するとともに、広く一般

の経済及び産業に関する知識と理解の増進を図り、もって経済及び産業の発展並びに鉱物資源

及びエネルギーの安定的かつ効率的な供給の確保に資することを目的としています（独立行政

法人経済産業研究所法第３条）。 

 

（２）業務内容 

研究所は独立行政法人経済産業研究所法第３条の目的を達成するため以下の業務を行います

（独立行政法人経済産業研究所法第１２条）。 

 ⅰ．内外の経済及び産業に関する事情並びに経済産業政策に関する基礎的な調査及び研究を行 

うこと。 

 ⅱ．前号に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行うこと。 

 ⅲ． 内外の経済及び産業に関する事情並びに経済産業政策に関する図書及び資料の収集、保管、 

編集及び提供を行うこと。 

ⅳ. 前各号の業務に付帯する業務を行うこと。 

 

３．政策体系における法人の位置づけ及び役割（ミッション） 

我が国が経済構造改革、行政改革など諸改革を断行し、活力のある経済社会を構築していく

ためには、従来型の行政・政策の殻にとどまらず、ダイナミックかつ斬新な政策の企画立案能

力を強化し、国際社会の中で積極的な政策展開を行っていくことが求められています。 

このような政策立案、発信能力の強化を図るためには、行政機関から一定程度の独立性を有

して、行政官のみならず民間や学界の有識者、さらには海外を含めた第一級の研究者らが切磋

琢磨し、中長期的に戦略的な視点を持って、世界的水準に達した調査分析、政策研究、政策提

言を行う、いわゆる政策形成的な新たなプラットフォームとなりうる機関が必要不可欠です。 

このような背景の下に、研究所は、非公務員型の独立行政法人として、人事の円滑化や予算

執行の弾力化を図ることによって、公共政策に関する政策研究という重要かつ不可欠な業務を

効果的かつ効率的に実施することを目的として設立されたものです。 

 

４．中期目標（第６期中期目標期間：令和６年４月〜令和１１年３月） 

（１）概要 

近年の地政学的リスクの高まり、気候変動や異常気象による災害の多発、新型コロナウィル

ス等の感染症リスクの深刻化、それらに伴うサプライチェーンの毀損など、これまでに経験し

たことのない困難な状況が見られ、こうした中で各国はサプライチェーンの強靱化や脱炭素の

取組を加速させるべく、市場のみに任せるアプローチから積極的な産業政策を講じる方向へ舵

を切っています。このようにマクロ環境及び各国の政策対応が大きな転換点を迎えている中に

おいて、第６期は、これまで以上に、研究所による政策立案・遂行への貢献が求められていま
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す。 

研究所は、これまで培ってきた「知のプラットフォーム」としての強み（質の高い研究成果

の蓄積、豊かな研究ネットワーク、内外における高い認知度、有用な各種データベースの存在

等）を最大限いかしつつ、第６期は政策立案・遂行への貢献を行うことをその役割の最も重要

な軸として改めて位置付けます。様々な政策アドバイス機能を強化し政策の PDCAサイクルに適

時に貢献することや、「経済産業政策の新機軸」に示されているような政府の中長期的な政策展

開を研究・分析面から支え、自発的、積極的に政策提言を行っていくこと、研究成果の政策担

当者による利活用を一層進めていくことを最も重要な軸として、政策貢献の取組が研究所内の

組織横断的に着実に実施されるようマネジメント体制も整備し、複雑で困難な政策課題に直面

した際に、政策担当者がアドバイスを求めて最初に相談し、研究成果にアクセスするような、

日本及びアジアにおけるトップクラスの政策研究機関になることを目指していきます。  

 

（２）一定の事業等のまとまりごとの目標の名称等 

研究所は、中期目標における一定の事業等のまとまりごとの区分に基づくセグメント情報を

開示しています。 

 

 政策貢献 

（定量指標） 

―政策アドバイス件数について、1,296件以上とする。【重要度高】【困難度高】 

―白書、審議会資料等における研究成果の活用件数について、385件を下回らず、425件以 

上を目指すものとする。【困難度高】 

―セミナー集客数（対面、オンライン別）のうち中央省庁等の政策担当者数について、最 

終年度（令和 10 年度）に 1,224 人以上とする。【困難度高】 

 

（定性指標） 

―政策立案に対する主だった貢献を行っているか（例：「経済産業政策の新機軸」に対する  

各アジェンダのキースライドとして利用されるような分析、 経済産業省からの要請に基 

づく大規模事業の EBPM 案件等への方法論等の提案・新たな分析枠組み等の提言、 EBPM  

を経済産業省の政策により広く展開・普及するための提案等）。【重要度高】 

―ファカルティフェローや所内研究員の審議会等への出席・発言（ゲストスピーカー含む）。 

―研究所が経済産業省の政策課題を受けて自ら実証結果、分析、提言等を提起するイニシ 

アティブを発揮しているか、政策当局との対話の増加に努めているか。 

―政策担当者も参画するディスカッションペーパー執筆、ウェブ寄稿や政策担当者による 

セミナー登壇等におけるアドバイス等、政策と研究との接点・距離を縮めることを通じ 

て政策立案に貢献する。 

 

 調査・研究・資料統計業務 

   （定量指標） 

   ―学術的成果として国際的な評価につながる査読付き英文学術誌等への掲載及び専門書籍 
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への収録件数を 250 件以上とする。【重要度高】 

   （定性指標） 

   ―シンクタンクとしての影響力をはかるため、研究所の取組の定性的側面（例：IDEAS シン 

クタンクランキングで日本及びアジアでトップクラスにあるか（３位以内を目安とする）、 

著名な学会や国際的な学術会議等において行う発表、研究所の研究員が海外から招聘さ 

れて実施した講演、研究論文の引用状況等）につき評価する。 

 

 成果普及・国際化業務 

 （定量指標） 

 ―公開シンポジウム・セミナー等の集客数について 37,500 人以上とする。【重要度高】 

 ―外国人招聘者によるセミナー件数について 135 件以上とする。 

 

 （定性指標） 

 ―事後のアンケートの自由記述欄等におけるセミナー、シンポジウムにおいて質的に高い 

  「満足度」を得る。 

 ―内外研究機関等との連携事案におけるインパクトや新規性（人材交流、共同研究の取組、 

  ウェブサイト相互掲載とその引用、国際的な評価の高いシンクタンク等との共催イベン 

  トや外国機関に所属する登壇者のセミナー実施による反響、海外向け各種発信の取組と 

  その反響）。 

 

  ※詳細につきましては、第６期中期目標をご覧ください。 
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【政策体系と法人の位置づけ及び役割】 
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５．法人の長の理念や運営上の方針・戦略等 

【経営理念】 

 研究所は、政策シンクタンクとして経済産業社会政策の形成に資する理論的・実証的な研究

を遂行し、エビデンスに基づく政策提言を行います。国際的な経済政策研究シンクタンクと

して、研究を進めると同時に、その成果を、シンポジウムやセミナー、Webなどを通じて活発

に提供してまいります。 

 

 【経営方針】 

  ○研究所としての使命を自覚し、常に相手の立場を尊重して業務を遂行します。 

○関係法令を遵守し、倫理観をもって行動します。  

○幅広い知識・技術の向上に努め、内外のニーズに的確に応えます。  

○常にコスト意識をもって計画的に業務を遂行します。  

○経済産業政策の一翼を担う組織の一員として、業務を遂行します。  

○業務の効率性を高めることにより迅速かつ着実に業務を遂行し、明るく活気のある職場環

境の構築を目指します。 

 

６．中期計画及び年度計画 

第６期中期目標期間においては、これまで培ってきた「知のプラットフォーム」としての強

みを最大限いかしつつ、政策立案・遂行への貢献を行うことをその役割の最も重要な軸として

改めて位置づけ、EBPMセンターによる伴走を含む様々な政策アドバイス機能を強化して政策の

PDCAサイクルに適時に貢献していくほか、「経済産業政策の新機軸」に示されているような政府

の中長期的な政策展開を研究・分析面から支え、自発的、積極的に政策提言を行うなど、政策

担当者が研究成果をより利活用しやすくする取組を一層進めていきます。また、政策貢献の取

組が研究所内で組織横断的に着実に実施されるようマネジメント体制も整備します。 

 

 政策貢献業務 

「調査・研究・資料統計」及び「成果普及・国際化」の業務（後掲）を実施する中で、経 

済産業政策を研究・分析等によって支え、政策提言・アドバイス、政策評価や事前・事後 

の EBPM への伴走支援等により政策立案等に貢献する取組を強化します。 

   経済産業政策の課題に向き合った分析・政策提言等のイニシアティブをより積極的に発  

揮していくため、研究の自由度や柔軟性を損なうことのないよう留意しつつ、政策当局と 

のより一層の対話の機会を設けることにより、より的確な研究課題の設定と研究活動の展 

開に向けた政策当局とのコミュニケーションを強化していきます。 

   近年より一層高まっている EBPMの重要性に鑑み、2022 年４月に創設した RIETI EBPM セ  

ンターを中心に適切なリソースを確保し、政策形成の段階から経済産業省等の政策実務者 

と連携するとともに、EBPMアドバイザリーボードや外部の研究者とのネットワークも活用 

しつつ、幅広い EBPM ニーズに対応します。 

   政策立案に役立つ先行研究や先行事例等を整理・収集した EBPM ポータルの利活用のほ 

か、政策当局の問題意識に沿ったセミナー・シンポジウムを拡充するとともに、政策担当
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者向けの勉強会等の企画を実施していきます。 

 これらの取組を実施していくことにより、中期目標に掲げられている「政策アドバイス」

や「白書、審議会資料等における研究成果の活用」の増加に資する取り組みを行います。 

  

 調査・研究・資料統計業務 

研究所は、政府の経済政策の方針、中長期的な政策課題（特に、社会課題の解決を通じ 

た持続可能な経済成長を目指す「経済産業政策の新機軸」等）を踏まえ、また、将来の政 

策課題も視野に入れて、研究活動を実施します。 

 経済産業政策がカバーしている通商政策、産業政策、経済政策など幅広い政策分野を念

頭に経済産業政策を踏まえた研究を行い、きめ細やかに研究の進捗状況の確認や研究ニー

ズの変化に対応ができるよう、国際経済、地域経済、労働経済、生産性、技術等 10程度の

研究分野を設定するとともに、総合知など異分野にまたがる研究も積極的に進めていきま

す。 

 各研究プロジェクトの研究計画に基づいた進捗状況を定期的に確認するとともに、四半

期ごとに予算執行状況を確認した結果を、研究計画の見直しに反映します。また、国内外

の大学、産業界等の外部の有識者を招いて意見交換を行い、所内の研究活動に反映します。

研究プロジェクトの改廃に当たっては、査読付き英文学術誌等への掲載件数、白書・審議

会資料等における研究成果の利用実績、プロジェクト・メンバーの政策実務者との意見交

換の実施状況、研究会・DP 検討会等への政策実務者の参画の程度を勘案します。政策実務

と政策研究を橋渡しする上で重要な役割を果たすことが期待されるコンサルティング・フ

ェローとして、研究マインドのある有為な政策実務者を積極的に登用します。 

 政府統計や民間のビッグデータを活用するとともに、独自の調査結果を基に精緻なパネ

ルデータを構築し、経済産業省を始めとする各省庁や政策研究者等にとって有益となるデ

ータ等の整備を行います。 

 グローバルな視点や現実の経済的・社会的状況を踏まえた研究成果を創出して政策提言

につなげるべく、客員研究員等（ヴィジティングフェロー、ヴィジティングスカラー）制

度活用による海外研究者や内外の大学・研究機関や国際機関との連携を拡充し、その知見

を取り入れます。 

 

 成果普及・国際化業務 

研究所の発信力を強化する観点から、シンポジウムやセミナー、BBLセミナー等を開催す 

るとともに、ターゲットに合わせた効果的な広報活動として政策実務者向け及び国内外へ

のタイムリーな情報発信機能を充実させます。 

 そのために、異分野にまたがる研究や EBPM研究についてのシンポジウムやセミナー、BBL

セミナーを開催し、ウェブサイトについては、研究論文やイベント結果に加え、タイムリ

ーな政策提言に関するコラムや特別企画等を掲載し、政策立案に適時に資するテーマを扱

うことで、幅広い議論を喚起します。また、ターゲットに合わせた効果的な情報発信とし

て、政策実務者向け及び国内外への情報発信機能（動画配信、メディア、SNS等）を充実さ

せ、利用者の裾野拡大に努めるとともに、利用満足度の向上を図ります。 
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 研究所で構築したデータベースについては、実証研究の基礎的インフラとして、広く利

活用できる場を提供します。 

 これまで培ってきた「知のプラットフォーム」としての国際的な認知度をいかし、研究

所の国際化を強化し、世界の最先端の政策研究を積極的に取り込むことなどにより、経済

産業政策の立案等に貢献します。また、政策立案を実証的な研究・分析によって支えるた

め、国内外の政策研究機関等との連携も強化していきます。そのために、理事長及び所長

のリーダーシップの下で、海外の大学・研究機関や国際研究機関との連携を強化し、共同

研究の推進を図るとともに、研究人材の交流などによる組織的な連携を進めます。また、

幅広い分野における海外の要人、世界的権威のある研究者をシンポジウムに招聘する等、

国際交流を促進します。 

  

※詳細につきましては、第６期中期計画及び年度計画をご覧ください。 

 

 

 注：各項目の（ ）内の％は、令和６年度の評価比率を示します。  

第６期中期計画と主な指標等 令和６年度計画と主な指標等 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

政策貢献（30.0％） 

・政策アドバイス件数：5 年で 1,296 件以上 ・政策アドバイス件数：229件以上 

・白書、審議会資料等における研究成果の活用件数：

5 年 385 件を下回らず、425 件以上 

・白書、審議会資料等における研究成果の活用件数： 

77 件を下回らず、85 件以上 

・セミナー集客数（対面、オンライン別）のうち中央 

省庁等の政策担当者数：最終年度（令和 10 年度）に 

1,224 人以上 

・セミナー集客数（対面、オンライン別）のうち中央 

省庁等の政策担当者数：824人以上 

調査・研究・資料統計（27.5％） 

・査読付き英文学術誌等への掲載及び専門書籍への収

録件数：5 年で 250 件以上 

・査読付き英文学術誌等への掲載及び専門書籍への収

録件数：50 件以上 

成果普及・国際化（17.5％） 

・公開シンポジウム・セミナー等の集客数：5 年で

37,500 人以上 

・公開シンポジウム・セミナー等の集客数：7,500 人

以上 

・外国人招聘者によるセミナー件数：5 年で 135 件以

上 

・外国人招聘者によるセミナー件数：27 件以上 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項（7.5％） 

・組織体制の充実 

①研究プログラムディレクターの設置 

 ②政策アドバイザーによる政策アドバイス、EBPM セ

ンターによる EBPM関連分析や政策の PDCAサイク

ルにおける伴走支援、中長期の経済産業政策に対

同左 
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する分析面からの貢献等、政策担当者向けのサー

ビス機能を強化 

 ③新しい研究分野の人材発掘や若手研究者の積極

的登用・育成、客員研究員等の新陳代謝、内外の

政策研究機関との連携強化、兼業等の多様な働き

方を促進 

・業務の効率化 

 ①新規等を除く経費の効率化（一般管理費：前年度

比▲3％以上） 

②新規等を除く経費の効率化（業務費：前年度比▲

1％） 

③新規等の経費の効率化（一般管理費：実施年度比

を毎年度平均で▲3％以上） 

④新規等の経費の効率化（業務費：実施年度比を毎

年度平均で▲1％以上） 

※新規等とは、新規増加及び拡充分。 

同左 

・人事管理の適正化 

①人事評価に基づく適正な人員配置を行い、職場活 

 性化を図る 

②給与水準の適正化に努める 

③人的リソースの適切な配分や研究人材の確保・育 

 成に努める 

同左 

・適切な調達の実施 

毎年度研究所が策定する「調達合理化計画」に基づ

く取組を着実に実施 

同左 

・業務の電子化 

 ①クラウドサービスの活用等により、情報システム

の利便性向上や、データ利活用及び管理の効率化 

 ②シンポジウムやセミナー、BBL セミナー等のオン 

  ライン開催を適切に実施 

③事務手続きの簡素化等、電子化の促進及び主要会 

 議のペーパーレス化を徹底 

同左 

・情報システムの整備及び管理 

 PMO 支援を実施 

同左 

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項（7.5％） 

・財務内容の改善 

 ①適切な執行管理 

 ②外部資金の獲得  

同左 
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Ⅳ．その他の事項（10.0％） 

・内部統制 

 ①法人のミッションや理事長指示を確実に全役職

員に伝達される仕組みを継続する 

 ②法人のマネジメント上必要なデータを組織内で

収集・共有し、組織・業務運営において活用する 

 ③予算執行状況を四半期ごとに理事長がチェック

し、運営会議に諮る 

 ④計画・実施・フォローアップ監査・改善の PDCA を

適切に実施及び役職員の研修を行う 

同左 

・情報管理 

①情報公開及び個人情報保護の適切な対応 

②政府や関係機関等と脅威情報を共有し、ソフト・ 

 ハードウェア両面でのセキュリティ対策を継続 

③研究所が定める特定個人情報等の取扱いにおけ 

 る基本方針に沿った安全管理措置を実施 

同左 

  

 

７．持続的に適正なサービスを提供するための源泉 

（１）ガバナンスの状況 

 ①主務大臣 

  研究所の業務に関する事項については、主務大臣は経済産業大臣となっております。 

 

 ②ガバナンス体制図 

  ガバナンスの体制は次のとおりです。なお、平成２６年の独立行政法人通則法の一部改正等

を踏まえ、平成２７年に内部統制規程を制定し、研究所の役職員の職務の執行が独立行政法人

通則法などの関係法令に適合するための体制その他研究所の業務の適正を確保するための体制

を整備し、研究所のミッションを効率的かつ効果的に達成していくことを明確化しました。  

 ※内部統制の詳細につきましては、業務方法書をご覧ください。   
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（２）役員等の状況 

 ①役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴（令和７年３月３１日現在）    

役 職 氏 名 任 期 経 歴 

理事長 深尾京司 自 令和 6 年 4 月 1 日 

至  

昭和 59 年 成蹊大学経済学部専任講師 

昭和 61 年 一橋大学経済研究所専任講師 

昭和 62 年 イエール大学経済学部客員研究員 

平成元年  一橋大学経済学研究助教授 

平成 3 年  ボストン大学経済学部客員研究員 

平成 4 年   日本銀行金融研究所客員研究員 

平成 11 年 一橋大学経済研究所教授 

平成 13 年 経済産業研究所ファカルティフェロー 

平成 25 年 一橋大学経済研究所所長 

平成 30 年  日本貿易振興機構アジア経済研究所 

       開発スクール学長 

       一橋大学社会科学高等研究院グローバル 

      経済研究センター センター長 

      東アジア・アセアン経済研究センター 

      学術諮問会議メンバー 

令和 2 年  一橋大学経済研究所特任教授 

令和 4 年  一橋大学経済研究所特命教授 

令和 6 年 4 月 現職 

理事 池山成俊 自 令和 5 年 7 月 6 日 

至  

平成 2 年  通商産業省入省 

平成 22 年 警察庁組織犯罪対策部国際連携対策官 

平成 24 年 国際エネルギー機関(IEA)シニア・エネル 

           ギーアナリスト 

平成 28 年 内閣官房行政改革推進本部事務局総括参 

           事官 

令和元年  農林水産省大臣官房輸出促進審議官 

令和 3 年  北海道経済産業局長 

令和 4 年  経済産業研究所エグゼクティブ・オフィ 

           サー(兼)総務ディレクター 

令和 5 年 7 月 現職 

監事 

(非常勤) 

紺野 卓 自 令和 4 年 12月 13 日 

至  

 

平成 22 年 新潟青陵大学短期大学部准教授 

平成 28 年 日本大学商学部准教授 

       筑波大学法学博士 

       総務省自治大学校講師(監査・内部統制 

       専門課程) 

令和 2 年  日本大学商学部教授 

令和 3 年  日本会計研究学会評議員 

      日本監査研究学会理事 

  金融庁・公認会計士試験委員 

令和 4 年  日本ガバナンス研究学会常務理事 

令和 4 年 12 月 現職 

監事 

(非常勤) 

佐野綾子 自 令和 6 年 6 月 29 日 

至  

平成 20 年  弁護士登録（第二東京弁護士会入会） 

平成 21 年   東京西法律事務所(現 弁護士法人 

       (TNLAW)入所 

平成 25 年   税理士業務開始 

平成 30 年  あや総合法律事務所開設 

令和元年  株式会社すかいらーくホールディングス 

      社外取締役 

令和 6 年  株式会社ソディック社外取締役 

      株式会社クラス社外監査役 

令和 6 年 6 月 現職 

令和 6 年  株式会社アインホールディングス社外監 

査役 
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 ②会計監査人の氏名または名称及び報酬 

  なし 

 

（３）職員の状況（令和７年３月３１日現在） 

  常勤職員は令和６年度末現在において６６人（前期末から３人増）であり、平均年齢は 

 ４９．６歳（前期末４９．０歳）となっています。このうち、国等からの出向者は１０人、民間

からの出向者は１人、令和６年度の退職者は７人（うち、令和６年３月３１日付け定年退職者

０人）となっています。 

 

（４）重要な施設等の整備等の状況 

  なし 

 

（５）純資産の状況 

 ①資本金の状況 

  なし 

 ②目的積立金等の状況 

  令和６年度は、目的積立金の申請を行なっていません。 

 

（６）財源の状況 

 ①財源（収入）の内訳（運営費交付金、自己収入、その他） 

  令和６年度の収入決算額は 1,956 百万円であり、その内訳は以下のとおりです。 

（単位：千円） 

区分 金額 構成比率 

運営費交付金 1,900,000 97.12% 

受託収入 1,006 0.05% 

普及業務収入 234 0.01% 

寄附金 52,179 2.67% 

その他収入 2,944 0.15% 

合 計 1,956,363 100.00% 

 

 ②自己収入に関する説明 

  研究所の研究事業では、クロスアポイントメント制度により 1,006 千円の自己収入を得てい

ます。また、研究所の出版事業では、監修料として 234千円の自己収入を得ています。 

※詳細につきましては、後述の「９.業績の適正な評価の前提情報」の事業スキームもご覧下さ

い。 

 

（７）社会及び環境への配慮等の状況 

  業務における環境配慮については「環境物品等の調達の推進を図るための方針」を策定し、
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毎年度、環境物品等の調達を推進するほか、コピー用紙等の使用量の削減に努めております。

また、環境配慮の一環として、すべての人が働きやすい環境づくりなどにも取り組んでいます。 

 

（８）法人の強みや基盤を維持・創出していくための源泉 

  研究所はこれまで有してきた「知のプラットフォーム」として、質の高い研究成果の蓄積や、

多角的に幅広い英知を結集した研究者ネットワークを構築しており、中立的・客観的な立場か

らの理論的・実証的な政策研究を実施するとともに経済産業政策の政策形成や評価検証プロセ

ス等に貢献しています。また、経済系シンクタンクの国際的ランキングにおいて常にアジアの

中ではトップクラスに位置するなど、先進的な政策研究を行うシンクタンクとして国内外にお

ける高い認知度を有するとともに内外の研究機関等との連携によるネットワークを形成してい

ます。さらに、政府統計データ等を用いた実証研究では日本の拠点として内外で認知されるよ

うになっています。研究所は、このような強みを活かして国際化を強化しつつ、世界の最先端

の政策研究を積極的に取り組んでいきます。 

 

８．業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

（１）リスク管理の状況 

  研究所においては、独立行政法人経済産業研究所リスク管理及び危機対応に関する規程に基

づき、業務の遂行を阻害する要因をリスクとして識別、分析及び評価してリスク管理を行うと

ともに、リスクの顕在化の防止、危機への対応等を行っております。令和６年度は、理事長を

委員長とするリスク管理委員会・内部統制委員会及び情報セキュリティ委員会を７月２９日に

開催し、内部統制及び情報セキュリティに関する組織の取組状況の報告、確認、検討を行いま

した。また、期中、期末に実施した監事監査によりリスクへの対応状況の確認も行っておりま

す。 

 

（２）業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

  ①情報セキュリティ対策  

情報セキュリティ対策として、最高情報セキュリティ責任者（CISO）たる理事長の指揮の

下、CIO補佐官を任命し、内部統制の一環として各担当で保有する情報資産の管理レベル選定

と運用管理状況を確認、管理台帳に基づく適切な運用を推進しました。また、「政府機関等の

サイバーセキュリティ対策のための統一基準群（令和５年７月）」に準拠して所内情報セキュ

リティポリシーを改定しております。 

 加えて定期的に実施する標的型メール攻撃模擬訓練や情報セキュリティに関する e-ラーニ

ングによる職員の教育、基幹業務システムの適切な設定・運用の点検、ウェブサイトの常時

暗号化と常時監視、情報処理推進機構（IPA）等からのアラートに基づくセキュリティ対策を

実施し、パフォーマンスの維持・向上に取り組んでいます。 

 

  ②業務に係る研修の実施 

   研究所では、以下の研修を e-ラーニングにて実施しています。 

   ・情報セキュリティ研修 
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   ・ハラスメント防止研修 

・公文書管理法研修 

   ・個人情報保護研修 

※詳細につきましては、自己評価書又は業務方法書をご覧下さい。  

 

９．業績の適正な評価の前提情報 

 政策貢献業務においては、研究所の研究プログラムと政府の中長期的な政策課題との連携を深

めるため、政策当局と研究所とのハイレベルの意見交換を通じて研究プログラムの設定・運営の

基本的方向をすり合わせるとともに、研究の実施や棚卸しを行っています。また、プロジェクト

組成の初期段階から研究所と関係性が高い政策担当部署との間で議論の機会を設け、研究計画の

立案につなげていくなど、個別の研究プロジェクトの立案から実行までの一連の過程における政

策担当者の関与と政策課題のインプット・フィードバックの仕組みを改善しています。 

EBPM関連の業務として、経済産業省が実施する大規模かつ長期の事業について、経済産業省から

の要請に応じて、ロジックモデルの策定やデータ収集、分析手法等について政策当局に伴走型で

アドバイスを行っています。また、因果推論に基づく事後評価型の政策評価研究を引き続き着実

に実施しています。 

調査・研究・資料統計業務においては、個々の研究分野を「研究プログラム」と呼び、研究プロ

グラムの下に、経済産業政策の中長期的な視点を踏まえた「研究プロジェクト」を設定して実施

します。研究プロジェクトの立ち上げの際には、経済産業政策の中長期的な視点に沿った研究で

あることを確認するとともに、経済産業政策とのリンケージ（期待される貢献の内容）を議論す

るため、事前に政策実務者等と研究課題や研究計画等について意見交換する場を設けます。各研

究プロジェクトの成果となるディスカッションペーパー（DP）等は、政策実務者も招いた DP検討

会等を基本的に経た上で、原則公表します。国内外の大学、産業界等の外部の有識者を招いて意

見交換を行い、所内の研究活動に反映します。 

成果普及・国際化業務においては、研究成果の普及を積極的に広く一般に対して実施を図り、

議論を活性化するためシンポジウム、セミナー等を開催するとともに、ホームページや広報誌

「RIETI ハイライト」、書籍等により国内外に情報発信を行っています。 

また、世界のさまざまな研究機関・国際機関との交流により、グローバルかつタイムリーな課題

についての国際連携に取り組んでいます。 

 ※詳細につきましては、自己評価書をご覧下さい。 

 

 主な業務スキームは、次のとおりです。 
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① 研究所の業務全体像 

 

 

②研究プロセス 
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③EBPM センター体制（令和７年３月３１日現在） 
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④国内の研究機関等との連携状況    

  

⑤海外の研究機関等との連携状況 
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１０．業務の成果と使用した資源との対比 

（１）当該事業年度の主な業務成果・業務実績  

政策貢献業務 
第６期 

中期目標 

令和６年度 

目標 
年度実績 

年度目標 

達成率 

政策アドバイス件数【重要度高】【困難度高】 1,296 件以上 229 件以上 235 件 102.6% 

白書、審議会資料等における研究成果の活

用件数【困難度高】  

385 件を下回らず

425 件以上 

77 件を下回らず

85 件以上 
86 件 101.2% 

セミナー集客数（対面、オンライン別）のう

ち中央省庁等の政策担当者数【困難度高】 

最終年度に 1,224

人以上 
824 人以上 946 人 114.8% 

 調査・研究・資料統計業務 
第６期 

中期目標 

令和６年度 

目標 
年度実績 

年度目標 

達成率 

査読付き英文学術誌等への掲載及び専門書

籍への収録件数【重要度高】 
250 件以上 50 件以上 70 件 140.0% 

 成果普及・国際化業務 
第６期 

中期目標 

令和６年度 

目標 
年度実績 

年度目標 

達成率 

公開シンポジウム・セミナー等の集客数【重

要度高】 

37,500 人 

以上 

7,500 人 

以上 
10,227 人 136.4% 

外国人招聘者によるセミナー件数 135 件以上 27 件以上 34 件 125.9% 

 

（２）令和６年度の自己評価 

   各業務（セグメント）毎の具体的な取り組み結果と行政コストとの関係の概要については

次のとおりです。  

※詳細につきましては、自己評価書をご覧下さい。 

 

令和６年度項目別評定総括表 

項 目 評価（注） 行政コスト 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

政策貢献 Ａ  

調査・研究・資料統計 Ａ 986,511 千円 

成果普及・国際化 Ａ 298,615 千円 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

・組織体制の充実 

・業務の効率化 

・人事管理の適正化 

・適切な調達の実施 

・業務の電子化 

Ｂ 

 

 

 

 

493,950 千円 

（Ⅱ、Ⅲ、Ⅳの全てを含めた金額） 

 

 

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

・財務内容の改善 Ｂ  



23 
 

Ⅳ．その他の事項 

・内部統制 

・情報管理 

Ｂ 

Ｂ 

 

注：評価区分 

Ｓ：目標を量的・質的に上回る顕著な成果が得られている。 

Ａ：所期の目標を上回る成果が得られている。 

Ｂ：所期の目標を達している。 

Ｃ：所期の目標を下回っており、改善を要する。 

Ｄ：所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を要する。 

 

（３）当中期目標期間における主務大臣による過年度の総合評定の状況  

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

評定（注）      

  注 評価区分  

Ｓ：法人の活動により、全体として中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕

著な成果が得られていると認められる。  

Ａ：法人の活動により、全体として中期目標における所期の目標を上回る成果が得られてい

ると認められる。  

Ｂ：全体としておおむね中期目標における所期の目標を達成していると認められる。  

   Ｃ：全体として中期目標における所期の目標を下回っており、改善を要する。   

Ｄ：全体として中期目標における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な

改善を求める。  
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１１．予算と決算との対比 

要約した決算報告書 

（単位：千円） 

区分 予算 決算 差額 備考 

収入     

 運営費交付金 1,900,000 1,900,000 0  

 受託収入 1,006 1,006 0  

 普及業務関係収入 100 234 134 注 1 

 寄附金 52,179 52,179 0  

 科学研究費間接経費収入 2,900 2,900 0  

 金利収入・雑収入 20 44 24 注 2 

 前年度よりの繰越金 0 0 0  

 計 1,956,205 1,956,363 158  

支出     

 業務経費 1,479,541 1,303,249 -176,291  

  うち、人件費（常勤役員、職員） 481,665 480,403 -1,262  

     業務費（人件費除く） 997,875 822,846 -175,029 注 3 

 受託経費等 1,006 1,006 0  

 一般管理費 475,659 490,998 15,340  

  うち、人件費（常勤役員、職員） 137,010 137,825 816  

     業務費（人件費除く） 338,649 353,173 14,524  

 計 1,956,205 1,795,254 -160,951  

 

予算金額と決算金額の差額（著しい乖離）の説明 

（注 1） 普及業務収入の決算金額が予算金額を上回ったのは、予算段階の見込みを上回った普 

及業務収入であったためである。 

（注 2） 金利収入・雑収入の決算金額が予算金額を上回ったのは、予算段階の見込みを上回っ

た金利収入・雑収入であったためである。 

（注 3） 業務経費の業務費の決算金額が予算金額を下回ったのは、複数年度に亘る研究プロジ 

     ェクト経費の一部に繰越があったためである。 
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１２．財務諸表 

（１）貸借対照表 

（単位：千円） 

資産の部 金  額 負債の部 金  額 

流動資産 387,459 流動負債 362,168 

  現金及び預金 304,692   運営費交付金債務 152,649 

  未収入金 1,069   預り金 7,582 

  前払金 

    前払費用 

6,525 

20,919 

  預り科研費 

  未払金 

4,028 

123,682 

  預け金 1   未払費用 19,973 

  賞与引当金見返 54,254   賞与引当金 54,254 

固定資産 184,014  固定負債 181,300 

  有形固定資産 36,398  資産見返運営費交付金 38,620 

建物    26,745  資産見返物品受贈額 0 

工具器具備品 9,653  資産見返寄附金 4,431 

無形固定資産 6,652  退職給付引当金 138,249 

ソフトウエア 6,652 負債合計 543,468 

  投資その他の資産    140,963 純資産の部 金  額 

   長期前払費用 2,714  利益剰余金 28,005 

退職給付引当金見返 138,249  積立金 0 

   当期未処分利益 28,005 

  純資産合計 28,005 

資産合計 571,473 負債純資産合計 571,473 

 

 

（２）行政コスト計算書 

                          （単位：千円） 

項   目 金  額 

Ⅰ．損益計算書上の費用 1,779,076 

   研究業務費 1,284,239 

   一般管理費 493,794 

   雑損 156 

   臨時損失 887 

Ⅱ．その他行政コスト 0 

Ⅲ．行政コスト 1,779,076 
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（３）損益計算書 

（単位：千円） 

項  目 金  額 

経常費用(A) 1,778,189 

  研究業務費 1,284,239 

   人件費 687,987 

   減価償却費 3,237 

   その他 593,015 

  一般管理費 493,794 

   人件費 225,174 

   減価償却費 4,671 

   その他 263,949 

  雑損 156 

 経常収益(B) 1,807,081 

  運営費交付金収益 1,664,926 

  普及業務収入 234 

  受託収入 1,006 

  シンポジウム収入 0 

  資産見返運営費交付金戻入 6,479 

  資産見返物品受領額戻入 0 

  資産見返寄附金戻入 2,316 

  科学研究費間接経費収入 2,900 

  寄附金収益 52,179 

  賞与引当金見返に係る収益 54,254 

  退職給付引当金見返に係る収益 22,743 

  財務収益  

   受取利息 22 

  雑益 22 

 経常利益(C)  28,892 

 臨時損失(D) 887 

  固定資産除却損 887 

 当期純利益 28,005 

当期総利益(B-A-D) 28,005 



27 
 

 



28 
 

（５）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円） 

項  目 金  額 

Ⅰ．業務活動によるキャッシュ・フロー(A) －656,248 

   商品又はサービスの購入による支出 －363,174 

   人件費支出 －902,364 

   その他の業務支出 －598,984 

      国庫金納付金返納額 －738,748 

   科学研究費預り金支出 －28,946 

   運営費交付金収入 1,900,000 

   普及業務収入 234 

   受託収入 971 

   シンポジウム収入 0 

   科学研究費預り金収入 22,545 

   寄附金収益 52,179 

   雑益 22 

     小計 －656,265 

   利息の受取額              17 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー(B) －501 

   有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 －501 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー(C) 0 

Ⅳ．資金増加額(D=A+B+C) －656,748 

Ⅴ．資金期首残高(E) 961,440 

Ⅵ．資金期末残高(F=D+E) 304,692 

※詳細につきましては、財務諸表をご覧下さい。 

 

１３．財政状態及び運営状況の法人の長による説明情報 

（１）各財務諸表の概要 

 ①経常費用 

令和６年度の経常費用は 1,778百万円と、令和５年度比 122百万円減（6.4％減）となって 

います。これは、研究業務費のその他の研究業務費が、令和５年度比 47百万円減（7.3％減） 

となったことが主な要因です。 

 

②経常収益 

令和６年度の経常収益は 1,807百万円と、令和５年度比 783百万円減（30.2％減）となって 

います。これは、運営費交付金収益が令和５年度比 831百万円減（33.3％減）となったこと 

が主な要因です。 
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③当期総損益 

上記の結果、経常利益は 29百万円となり、令和５年度比 662百万円減となっています。 

 

④資産 

令和６年度末現在の資産合計は 571 百万円と、令和５年度比 642 百万円減（52.9％減）とな

っています。これは、現金及び預金が令和５年度比 657 百万円減（68.3％減）となったこと

が主な要因です。 

 

⑤負債 

令和６年度末現在の負債合計は 543百万円と、令和５年度比 69百万円増（14.5％増）とな 

っています。これは、運営費交付金債務が令和５年度比 153 百万円増（令和５年度は 0 円）

となったことが主な要因です。 

 

⑥業務活動によるキャッシュ・フロー 

令和６年度の業務活動によるキャッシュ・フローは△656 百万円と、令和５年度比 750 百万

円減となっています。これは、令和６年度の国庫金納付金返納額△739百万円が主な要因とな

っています。 

 

⑦財務活動によるキャッシュ・フロー 

令和６年度の財務活動によるキャッシュ・フローに該当する事項はありません。 

 

（２）財政状況及び運営状況について 

  研究所の業務運営は概ね順調に進捗しており、上記のとおり現在の財政状況には大きな問題 

 はありません。 

引き続き効果的・効率的な予算の執行及び経費の節減に努めてまいります。    

 

１４．内部統制の運用に関する情報 

研究所は、役職員（監事を除く。）の職務の執行が独立行政法人通則法、独立行政法人経済産業

研究所法又は他の法令に適合することを確保するための体制及び研究所の業務の適正を確保する

ための体制の整備に関する事項を業務方法書に定めております。 

さらに、内部統制に関する規程を整備し、内部統制委員会を設置しております。内部統制の仕

組みが確実に機能を発揮した上で組織及び業務の運営がなされるよう、 

①法人のミッションや長の指示が確実に全役職員に伝達される仕組みを IT 技術も活用しつつ

構築する。 

②法人のマネジメント上必要なデータを組織内で収集・共有し、法人の長に伝達した上で、組

織・業務運営において活用する。 

③計画・実施・フォローアップ監査・改善という一連の PDCA を適切に実施するとともに、役職

員に対する研修を行う。 

等の具体的な取り組みを理事長のリーダーシップの下で日常的に進めており、その実施状況につ
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いて、次のとおり検証しています。 

 ・統制環境、リスク評価と環境、コンプライアンス等 30項目についてのモニタリング 

・競争的資金等の適正な管理のための監査の実施 

 

１５．法人の基本情報 

（１）沿革 

  平成 13年４月  独立行政法人として設立 

        前身は（旧）通商産業省の一部門である通商産業研究所 

        第１期中期目標、中期計画策定 

平成 18年４月  第２期中期目標、中期計画策定 

        ４つの基盤策定研究領域を設定 

平成 23年４月  第３期中期目標、中期計画策定 

        「経済産業施策の重点的な視点」に基づく研究プログラムを設定 

平成 28年４月  第４期中期目標、中期計画策定 

       経済産業施策の「中長期的な視点」に基づく研究プログラムを設定 

令和２年４月   第５期中期目標、中期計画を策定 

         経済産業政策の重点的な視点を踏まえ、研究プログラムを設定 

令和６年４月   第６期中期目標、中期計画を策定 

         政府の経済政策の方針や「経済産業政策の新機軸」等の政府の中長期な    

政策課題を踏まえ、研究プログラムを設定 

 

（２）設立に係る根拠法 

 独立行政法人経済産業研究所法（平成１１年１２月２２日法律第二百号） 

 

（３）主務大臣 

 経済産業大臣（経済産業省経済産業政策局産業構造課） 

 

（４）組織図（令和７年３月３１日現在） 
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（５）事務所の所在地 

東京都千代田区霞が関 1-3-1 経済産業省別館 11階 

 

（６）主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の状況 

  なし 

 

（７）主要な財務データの経年比較 

（単位：千円） 

区分 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

経常費用  1,589,331 1,667,247 1,900,338 1,778,189 

経常収益 1,603,157 1,664,410 2,590,741 1,807,081 

当期総利益 13,826 －2,837 690,387 28,005 

資産 891,831 1,099,279 1,213,332 571,473 

負債 840,633 1,050,918 474,585 543,468 

利益剰余金 51,198 48,361 738,748 28,005 

業務活動によるキャッシュ・フロー 245,821 232,775 93,990 －656,248 

投資活動によるキャッシュ・フロー －5,079 －9,444 －30,374 －501 

財務活動によるキャッシュ・フロー 0 0 0 0 

資金期末残高 674,492 897,823 961,440 304,692 

   

（８）翌事業年度に係る予算、収支計画及び資金計画 

 【予算】 

（単価：千円） 

収入 金額 支出 金額 

運営費交付金 1,932,780 業務経費 1,433,592 

受託収入 0  人件費（常勤役員、職員） 514,512 

普及業務関係収入 50  業務費（人件費除く） 919,080 

寄附金 2,000 受託経費  0 

科学研究費間接経費収入 1,020 一般管理費 502,278 

金利収入・雑収入 20   人件費（常勤役員・職員） 154,502 

   業務費（人件費除く） 347,776 

合計 1,935,870 合計 1,935,870 

  ［人件費の見積もり］ 運営費交付金のうち、669,014千円を支出します。 

なお、上記の額は、常勤役員及び常勤職員に対し支給する報酬、賞与、その他手当の合

計額で、退職金、福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）は含まれておりません。 

［退職手当財源の考え方］退職手当については、運営費交付金を財源とします。 
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【収支計画】 

                                     （単位：千円） 

区 分 調査・研究・

政策提言・資

料統計 

成果普及・国

際化 

法人共通 合計 

費用の部 

経常費用 

業務費 

うち人件費（常勤役員・職員）  

業務費（人件費を除く） 

受託業務費 

一般管理費 

うち人件費（常勤役員・職員） 

  一般管理費（人件費を除く） 

 

収益の部 

運営費交付金収益 

受託収入 

普及業務関係収入 

寄附金 

科研費収入 

金利収入・雑収入 

前年度よりの繰越金 

 

純利益 

目的積立金取崩額 

総利益 

1,091,900 

1,091,900 

1,091,900 

416,675 

675,225 

0 

0 

0 

0 

 

1,091,900 

1,089,900 

0 

0 

2,000 

0 

0 

0 

 

0 

0 

0 

341,692 

341,692 

341,692 

97,837 

243,855 

0 

0 

0 

 

 

341,692 

341,642 

0 

50 

0 

0 

0 

0 

 

0 

0 

0 

502,278 

502,278 

0 

0 

0 

0 

502,278 

154,502 

347,776 

 

502,278 

501,238 

0 

0 

0 

1,020 

20 

0 

 

0 

0 

0 

1,935,870 

1,935,870 

1,433,592 

514,512 

919,080 

0 

502,278 

154,502 

347,776 

 

1,935,870 

1,932,780 

0 

50 

2,000 

1,020 

20 

0 

 

0 

0 

0 
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 【資金計画】 

                                     （単位：千円） 

区 分 調査・研究・

政策提言・資

料統計 

成果普及・国

際化 

法人共通 合計 

資金支出 

 業務活動による支出 

 翌年度への繰越金 

 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金収益 

受託収入 

普及業務関係収入 

寄附金 

科研費収入 

金利収入・雑収入 

前年度よりの繰越金 

1,091,900 

1,091,900 

0 

 

1,091,900 

1,091,900 

1,089,900 

0 

0 

2,000  

0 

0 

0 

341,692 

341,692 

0 

 

341,692 

341,692 

341,642 

0 

50 

0 

 0 

0 

0 

502,278 

502,278 

0 

 

502,278 

502,278 

501,238 

0 

0 

0 

1,020 

20 

0 

1,935,870 

1,935,870 

0 

 

1,935,870 

1,935,870 

1,932,780 

0 

50 

2,000 

1,020 

20 

0 

（注）財務内容の健全性を確保する観点から、資金の借入の健全性、使途の透明性、資金使途

の有効性が損なわれないように努めるとともに、本来得られる収入の機会を逃さず、固

定経費が発生する等硬直的な組織運営とならないよう努めることとします。 

 

１６．参考情報 

（１）要約した財務諸表の科目の説明 

①貸借対照表 

現金及び預金 ：手元保管の現金及び会計規程第 27条に規定する銀行その他の金融機関への 

預金又は郵便貯金 

未収入金     ：収益の未収額で受取期日の到来しない債権額 

前払金       ：翌事業年度以降に属する費用を前払いした額 

前払費用     ：未だ提供されていない役務に対して、当期前もって支払った費用のうち、 

        決算日の翌日から 1年以内に費用化される額 

預け金       ：交通系 IC カードのデポジット代金 

賞与引当金見返：法令、中期計画又は年度計画に照らして客観的に財源が措置されていると 

明らかに見込まれる賞与引当金に見合う額 

有形固定資産 ：土地、建物、機械装置、車両、工具など独立行政法人が長期にわたって使     

        用又は利用する有形の固定資産 

無形固定資産 ：ソフトウエアなど独立行政法人が長期にわたって使用又は利用する無形の

固定資産 
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退職給付引当金見返：法令、中期計画又は年度計画に照らして客観的に財源が措置されてい

ると明らかに見込まれる退職給付引当金に見合う額 

運営費交付金債務：受領した運営費交付金相当額のうち、収益化されていない額（資産見返

負債とされた額を除く。） 

預り金       ：源泉徴収した所得税、住民税、社会保険料等の一時預り金 

預り科研費   ：研究員が獲得した科学研究費の直接経費 

未払金      ：時の経過に伴い又は役務の受入によって既に当期の費用として発生して

いるもので、支払期日の到来しない債務額（未払費用を除く） 

未払費用        ：継続した役務の提供に係る契約において、時の経過に伴い又は役務の受

入によって既に当期の費用として発生しているもので、支払期日の到来

しない債務額 

賞与引当金     ：役職員の当期勤務期間に対応する賞与であって期末決算日以降に支給さ

れる金額 

資産見返運営費交付金：固定資産を取得した際、その取得額のうち、運営費交付金に対応す

る額のうち、資本剰余金に振り替えられない額 

資産見返物品受贈額：国から譲り受けた償却資産を取得した際、その取得額のうち、物品受

贈額に対応する額のうち、資本剰余金に振り替えられない額 

資産見返寄附金  ：固定資産を取得した際、その取得額のうち、寄付金に対応する額のうち 

資本剰余金に振り替えられない額 

長期前払費用 ：未だ提供されていない役務に対して、当期前もって支払った費用のうち、 

決算日の翌日から 1年を超える期間を経て費用化される額 

退職給付引当金 ：期末決算日現在における役職員の退職金の支給見込額 

利益剰余金   ：独立行政法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額 

積立金     ：通則法第 44 条第 1項に規定する積立金の額 

当期未処分利益 ：当期総利益から前期繰越欠損金の額を差し引いた額 

当期未処理損失 ：当期総損失に前期繰越欠損金の額を加えた額 

 

②行政コスト計算書 

 損益計算書上の費用：損益計算書における経常費用、臨時損失、法人税、住民税及び事業税、

法人税等調整額 

 その他行政コスト：政府出資金や国から交付された施設費等を財源として取得した資産の減

少に対応する、独立行政法人の実質的な会計上の財産的基礎の減少の程

度を表すもの 

 行政コスト   ：独立行政法人のアウトプットを産み出すために使用したフルコストの性

格を有するとともに、独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰

せられるコストの算定基礎を示す指標としての性格を有するもの 

 

③損益計算書 

   研究業務費 ：研究業務活動から発生する費用 
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  人件費   ：給与、賞与、法定福利費等、独立行政法人の職員等に要する経費 

  減価償却費 ：業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって費用として配分 

する経費 

一般管理費 ：事務所の賃借料、PC-LANシステム等、独立行政法人の管理に要した費用 

雑損    ：為替損失等の科目を設ける必要がない臨時的な費用 

運営費交付金等収益：独立行政法人会計基準第 81の規定により、運営費交付金債務のうち収 

益化された額 

普及業務収入：研究所より出版した書籍の監修料 

受託収入  ：講演や受託事業等により得た収益 

シンポジウム収入：シンポジウム参加者より得た収益 

資産見返運営費交付金戻入：独立行政法人会計基準第 81の規定により、資産見返運営費交付 

 金債務のうち収益化された額 

資産見返物品受贈額戻入：毎事業年度、減価償却相当額を資産見返物品受贈額から取り崩し 

て、振り替えた収益 

資産見返寄附金戻入：独立行政法人会計基準第 85第 2項の規定により、資産見返寄付金の 

うち収益化された額          

科学研究費間接費収入：研究員の研究環境の整備や事務管理に要する間接費に係る収益 

寄附金収益 ：独立行政法人会計基準第 85第１項の規定により、預り寄付金のうち収益化さ 

れた額 

賞与引当金見返に係る収益：役職員の当期勤務期間に対応する賞与のうち期末決算日以降に 

支給されるものに係る収益 

退職給付引当金見返に係る収益：期末決算日現在における役職員の退職金の支給見込額で、 

当該年度に増加した額に係る収益 

財務収益    ：受取利息 

雑益      ：為替差益等の科目を設ける必要がない臨時的な収益 

臨時損失    ：固定資産除却損 

 

 ④純資産変動計算書 

  当期末残高 ：貸借対照表の純資産の部に記載されている残高 

 

⑤キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー：通常の業務の実施に係る資金の状態を表し、サービス

の提供等による収入、原材料、商品又はサービスの購

入による支出、人件費支出等が該当 

投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活

動に係る資金の状態を表し、固定資産の取得・売却等

による収入・支出が該当 

財務活動によるキャッシュ・フロー：増資等による資金の収入・支出、借入れ・返済による

収入・支出等、資金の調達及び返済などが該当  
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（２）その他公表資料等との関係の説明 

 事業報告書に関連する報告書、広報資料として、以下の書籍等を作成しています。 

 

 ◆ホームページでは、シンポジウム、セミナー等のイベントの案内のほか、各研究業務を通じ

て得られた知見や情報を発信しています。 

  https://www.rieti.go.jp/ 

 

 ◆ブローシャー 
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◆令和６年度出版書籍 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


